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 今回は災害復興における居住権、居住福祉をテーマに特集を組んだ。日本災害復興学会では、かねて

より復興は建物などのハード面での復興ではなく個人の生活再建を重視してきた。災害によって住み慣

れた地域で暮らせなくなった人々の住む権利をどのように保障するのかは、個人の生活再建上での大き

な課題である。今回の特集では、吉田・井上両氏が法学の立場から居住権と居住福祉の基本的な視点を

提示し、日本の災害復興の課題について論じている。また、東日本大震災の復興に関する具体的な政策

提言として、今井氏は行政学の立場から、二重の住民票について論じている。糸長氏は地域環境工学の

立場からこれまで自身が携わってきた飯舘村と大船渡市での支援活動を通して、二重の居住権を提唱し

ている。新井氏はコミュニティ・デザインの立場から関わってきた仙台市の仮設住宅支援活動を通して

仮設住宅の支援のあり方を提示している。いずれも、今後の災害被災者（避難者）の居住権の保障、生

活再建に資するものとなっている。（編集担当：田並尚恵） 
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